
�愛媛県告示第１号
救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）第１条第１項の規定による救急病院から、次のとおり名称及び開設者名の変更の届

出があった。

平成２５年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２号
飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和２８年法律第３５号。以下「法」という。）第５６条第１項及び第２項の規定により平

成２４年１０月及び１１月に収去した飼料の試験結果の概要は、次のとおりである。

平成２５年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

栄養成分に関する検査

発 行 愛 媛 県
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告 示

名 称
所 在 地

開 設 者 名

変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後

医療法人綮愛会石川病
院

社会医療法人石川記念
会石川病院

四国中央市上分町７３２番地１ 医療法人綮愛会 社会医療法人石川記念
会

製造事業場等の

名称及び所在地
収去場所 飼料の名称

製造

（輸入）

年月

試 験 結 果 の 概 要
違
反
の
内
容

粗た
ん白
質

粗脂
肪

カル
シウ
ム

りん 粗繊
維

粗灰
分

揮発
性塩
基性
窒素

水溶
性窒
素

ペプ
シン
消化
率

可消
化養
分総
量

代謝
エネ
ルギ
ー

その
他の
検査

岡山県倉敷市
日本農産工業株式
会社水島工場

愛媛県東温市
有限会社愛媛相互
運輸

ノーサン印ブロ
イラー肥育前期
用配合飼料
ジョイスターク
ランブル

平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％
２４

・

１０

２２．９ ６．７ ０．９９ ０．７５ ２．９ ５．８ － － － － － － 無

岡山県倉敷市
西日本飼料株式会
社

愛媛県大洲市
愛媛県酪農業協同
組合連合会南予指
導事務所

ファイティング
７３Ｎ

２４

・

１０

１６．６ ２．５ １．０１ ０．４８ ４．３ ５．０ － － － － － － 無
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�愛媛県告示第３号
漁業災害補償法（昭和３９年法律第１５８号）第１２５条の３第１項第２

号の規定により、一定の区域を次のように定める。

平成２５年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

わかめ養殖業

加入区の名称 区 域

高浜町加入区 高浜町漁業協同組合の地区

宇和島加入区 宇和島漁業協同組合の地区

�愛媛県告示第４号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２５年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２５年１月８日から１月２１日まで

�愛媛県告示第５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

岡山県倉敷市
中部飼料株式会社
水島工場

愛媛県西条市
マルノー物産株式
会社

マル中印ほ乳期
子豚育成用配合
飼料
マックスⅣ

２４

・

１０

１８．３ ５．０ ０．７８ ０．６０ ２．５ ４．８ － － － － － － 無

愛媛県宇和島市
ＪＡ西日本くみあ
い飼料株式会社
宇和島工場

同左
くみあい配合飼
料
成鶏用ＥＣ１５

２４

・

１１

１６．８ ４．７ ４．９８ ０．５４ ２．３ １３．４ － － － － － － 無

愛媛県宇和島市
ＪＡ西日本くみあ
い飼料株式会社
宇和島工場

同左
くみあい配合飼
料
マタニティ７２Ｍ
プラス

２４

・

１１

１４．７ ２．４ ０．８９ ０．６４ ３．６ ５．０ － － － － － － 無

注１ 飼料の名称の欄中「○規」は、法第２７条第１項又は第２９条第２項若しくは第３０条第２項の規格適合表示飼料であることを示す。

２ 試験結果の概要の欄は、個別検査項目別に分析結果を示す。

３ 違反の内容の欄は、表示成分量に対して過不足があった場合の当該過不足の量等を示す。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 今治波方港線
今治市杣田字町田甲２９７番５から

同市杣田字高田甲６５８番５まで

旧 ６．４～２１．０ ０．２０９

新 １３．６～２７．０ ０．２０９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治波方港線
今治市杣田字町田甲２９７番５から

同市杣田字窪甲１５６番８まで
平成２５年１月８日
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�愛媛県告示第７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�公 告

愛媛県労働委員会第４０期委員の補欠委員候補者の推薦につい

て

第４０期愛媛県労働委員会労働者委員が１人欠員を生じるので、労

働組合法（昭和２４年法律第１７４号。以下「法」という。）第１９条の

１２第３項及び労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号。以下「政

令」という。）第２１条第１項の規定により、愛媛県労働委員会の労

働者委員の候補者を推薦する資格を有する労働組合は、委員候補者

を次により推薦してください。

平成２５年１月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 推薦者の資格

労働者委員の候補者について推薦資格を有する労働組合は、法

第５条第１項の規定による法第２条及び第５条第２項の規定に適

合するとの立証を受けている労働組合であり、かつ、愛媛県の区

域内のみに組織を有するものです。

２ 被推薦者の資格

法第１９条の４第１項に規定する者に該当する者は、委員となる

ことができません。

なお、公共企業体等の職員、国家公務員又は地方公務員が委員

に任命される場合は、その身分関係を規律する他の法律の規定に

より制約を受けます。

３ 推薦期間

平成２５年１月８日（火）から２２日（火）まで

４ 推薦方法

推薦書（別記様式）を平成２５年１月２２日（火）までに愛媛県経

済労働部管理局労政雇用課へ到着するよう提出してください。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 桜井山路線
今治市上徳字大道上甲７３７番６から

同字乙１番９まで
平成２５年１月８日

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２４年１２月１９日 特定非営利活動法人
住・環境デザイン研究所 村 上 洋 子 松山市余戸南４丁目１３番４５号 この法人は、広く一般市民を対象として、快適

で持続可能な生活環境づくりのための事業等を
行い、豊かな環境社会の増進を図るとともに、
第三者機関として中立的な立場で、環境・エネ
ルギー等に関する調査・研究・開発・情報発信
及び政策提言を行うことにより、広く公益に貢
献することを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２４年１２月１８日 特定非営利活動法人
ＪＭＡＣＳ 中 野 博 子 愛媛県松山市千舟町６丁目１番地

３ チフネビル５０１
この法人は、乳幼児から高齢者に対して、個性
の尊重と人格の尊厳保持を理念とし、国際ネッ
トワークの構築と情報交換によって、誰もが安
心して暮らせる生活空間の研究と実践をめざし、
保健・医療・福祉に関する事業を行い、もって
公益の増進に寄与することを目的とする。
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なお、推薦書には、次の書類を添付してください。

� 政令第２１条第３項の規定による愛媛県労働委員会の証明書

� 次の事項を記載した委員候補者の履歴書

ア 氏 名

イ 生年月日

ウ 本 籍

エ 現 住 所

オ 学 歴

カ 経 歴

キ 所属政党

愛 媛 県 報平成２５年１月８日 第２４３４号
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別記様式（４関係）

推 薦 書

年 月 日
愛媛県知事 様

所在地

労働組合の名称

代表者氏名 印

労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号）第２１条第１項の規定によ

り、愛媛県労働委員会労働者委員の候補者として次の者を推薦します。

氏 名 年齢
所属労働組合及び

そ の 地 位

労働組合法（昭和２４年法

律第１７４号）第１９条の４

第１項該当の有無

平成２５年１月８日 発行

愛 媛 県 報平成２５年１月８日 第２４３４号
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